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■■■ 市場ウオッチ ■■■ 

＜先週のマーケットを振り返る＞ 

先週の「今週の T2」において、「今週は本来ですと軟調相場の週が予想されます。今週（10/13～

10/17）の相場を占う『RU-RD 指標』の 10 月 3 日週は-46.6％と一気に「-40％超の下限ゾーン」を

下回り、2 週連続でマイナス圏に陥ったことで、本来ですと軟調相場が予想されます。「-40％超の

下限ゾーン」を下回ったのは、25 年 3 月 31 日週以来、約半年振り、また「2 週連続マイナス圏」も

同じ 25 年 3 月 31 日週～4 月 7 日週の時期で、その直後に「トランプ関税ショック」が起きたことは

記憶に新しいところです。ただ、来週（10/20～10/24）の相場を占う 10 月 10 日週は+25.0％と 3 週

間振りにプラス圏に浮上したことで、本来ですと急反発が予想されます。先週、『先週は本来、急反

発が予想される週でしたが、週初に米国の政府機関閉鎖に対する警戒感から急落、日経平均は

T-Model 理論『目標値±2％乖離』で、予告通り、「下値目標値-2%乖離」を下回り、その後は 4 日

の自民党総裁選投開票の思惑で女性初の高市自民党総裁誕生を一部織り込んだのか、日経平

均は約 1 週間ぶりに過去最高値を更新して終了しています。今週は先週とは逆に、本来、急落調

整を警戒する週ですが、週初は「高市トレード」を織り込むかたちで、一つのメドとしては「上値目標

値+2%乖離」＝46651 円を上回る円安・株高が予想されますが、その後は、目先、一旦、「下値目標

値-2%乖離」を下回るような急落調整に警戒かと思われます。今週末はミニ SQ を控えることから投

機筋が週末までは高値を維持するかもしれませんが、その場合は、来週に急落調整がズレ込む可

能性がありそうです。』と指摘し、予告通り、「上値目標値+2%乖離」＝46651 円を大きく上回り、週末

10 日のミニ SQ では 10 月 SQ 値 48779 円の史上最高値を付けましたが、取引時間中の高値

（48510 円）は SQ 値に届かず、「幻の SQ」となっています。ただ、現物取引終了後に発表された公

明党と自民党の「連立離脱」による期待された「高市トレード」の巻き戻し、更に、10 日夜にはトラン

プ大統領が SNS に「11 月 1 日から中国に対し、現在の関税に上乗せして 100％の関税を課す」と

記したことで NY ダウが前日比 878 ドル安とリスクオフの動きとなり、日経平均先物が SQ 値比 2420

円安の 45200 円まで急落して終了しています。今週は、一つのメドである T-Model 理論『目標値

±2％乖離』の「下値目標値-2%乖離」＝45939 円を下回るか、どうかが注目されますが、仮に、この
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水準を下回った場合、来週は「上値目標値+2%乖離」を上回る急反発が期待されそうです。ただ、

そうならなかった場合は、来週の急反発の上値は限定的となって、その後、「下値目標値-2%乖離」

を下回るような急落調整に警戒が必要なかたちとなりそうです。 

 

先週の相場で注目すべきは、先週もお伝えしたドルの価値低下分を除いた実質的な株価を示す

「NY ダウ/ゴールドレシオ」が先週末 10 月 10 日 11.3 倍と、「トランプ関税ショック」で記録した 4 月

14 日週 11.7 倍の今年のボトムを遂に下回ったことです。NY ダウが「11 月 1 日から中国に対し、現

在の関税に上乗せして 100％の関税を課す」とトランプ大統領が SNS で記したことで前の週比-

1279 ドル安（-2.7％）の 45479 ドルに急落する一方、NY 金が同 91.5 ドル高（+2.3％）の 4000 ドル

と史上最高値をさらに更新する対照的な動きとなったためです。先週、『実は、同指標の「11 倍～

12 倍」の水準は歴史的にみても重要な節目で、2008 年はこの水準を割り込んだ途端、「リーマンシ

ョック」に発展したからです。それ以前も「11 倍～12 倍」を割り込むと、1973 年には「第一次オイル

ショック」、1929 年には「世界大恐慌」に突入するシグナルとなっています。だからこそ、株高によっ

て実体経済を覆い隠そうとしてきた当局からすれば、どうしてもこの「11 倍～12 倍」の水準は死守し

なければなりません。今後、直近ボトムの 4 月 14 日週 11.7 倍を何がなんでも死守することが予想

されますが、仮に、それが限界に達したと当局が考えれば、逆に、自らのタイミングで「〇〇ショッ

ク」を仕掛けてくるかもしれません。更に、その「〇〇ショック」が起こされた場合、次に注目すべきは

「通貨制度」の変更となりそうです。「リーマンショック」の時期に、1929 年「世界大恐慌」や 1973 年

「第一次オイルショック」の両時期のように 3 回目の「通貨制度」変更に発展する可能性がありまし

たが、2008 年から始めた「QE」によって同指数は 2011 年 8 月 15 日週 5.8 倍のボトム水準で一

旦、止めることで「通貨制度」変更を先送りしたかたちです。ただ、現在の金価格の急騰で当時の

金価格を大きく上回ったことから、同指標は「11 倍～12 倍」の歴史的水準に達しており、別の見方

をすれば、「通貨制度」の変更を催促しているようにも見えてきます。そろそろ「金・銀」と「株式」が

同時に急騰している不自然さに気が付くときが近づいているように思えます。』と指摘しました。「NY

ダウ/ゴールドレシオ」がその「〇〇ショック」が起きる可能性が強まる「11 倍」割れ目前にまで低下し

たことで、当局はそれを死守するように目先、円安・株高で「株価操縦」を行ってくることは容易に想

像できますが、いつまでそれが可能なのでしょうか。『「金・銀」と「株式」が同時に急騰している不自

然さ』に気づかない市場関係者も多いようですが、その答えが誰にでも分かる近未来が近づいてい

ることを示唆しています。 

 

一方、日経平均とのほぼ一致指標である『「買い（レーティング 1 と 2）」-「売り（レーティング 3 と

4）」銘柄比率』が 25 年 9 月 5 日週+44.3％→9 月 12 日週+47.1％→9 月 19 日週+52.9％→9 月

26 日週+38.6％→10 月 3 日週-2.9％→10 月 10 日週+11.4％と、25 年 4 月 14 日週以来、約半年

ぶりに一気に「マイナス圏」に急落した前の週からは一旦、プラス圏に反発したかたちです。以前か

ら『「天井圏」を割り込むとリバウンド終了のサインとなる可能性が高い』とお伝えし、かつ先週は、
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『「+40％超の上限ゾーン」、かつ「+50％」を超えて「天井圏」を示した後、24 年 8 月 9 日週の「令和

のブラックマンデー」や 25 年 4 月 11 日週安値 30792 円まで-23％急落した「トランプ関税ショック」

が起きています。「マイナス圏」への下落はそのような「〇〇ショック」がいつ起きてもおかしくないか

たちが出来つつあることを示唆しています。』と指摘した途端、先週は日経平均先物が SQ 値比

2420 円安の 45200 円まで急落、また NY ダウが前の週比-1279 ドル安（-2.7％）の 45479 ドルに

急落しています。また、以前から指摘しているように、不自然な「株価操縦」で本来の天井圏・底値

圏を示唆する同指標の「移動平均ベース」が 2020 年 4 月 13 日週の「コロナショック」以降、「-40％

超の下限ゾーン」を割り込む本来の「底値圏」が一度も表れていません。同指標の「移動平均ベー

ス」は 25 年 9 月 5 日週+46.4％→9 月 12 日週+47.4％→9 月 19 日週+49.0％→9 月 26 日週

+47.6％→10 月 3 日週+38.1％→10 月 10 日週+31.9％と、20 週連続で「プラス圏」ですが、24 年 9

月 30 日週以来、約 11 か月弱振りに 7 週連続で超えていた「+40％超の上限ゾーン」を 2 週連続

で割り込んでいます。以前から、『同指標の「移動平均ベース」の「天井圏」を割り込むとリバウンド

終了のサインがより鮮明化し、急落調整のサインが迫っていることを意味するため要注目です。』と

指摘してきましたが、先週の日米の株価はそれを示したかたちです。今回は 1 月 20 日に「トランプ

政権 2.0」に移行したことで、バイデン政権時代の「円キャリートレード」による「人工的」円安と米国

の緩和策の一つである「逆イールド」による不正な株価吊り上げの反動から久しぶりに「移動平均ベ

ース」でも「-40％超の下限ゾーン」を割り込む「底値圏」が表れる可能性があるかもしれません。「株

価操縦」の一つに利用されてきた T-Model『円キャリートレード指数』は 25 年 10 月 10 日週 1.54

倍と、「令和のブラックマンデー」直前に付けた直近最高である 24 年 7 月 1 日週 1.54 倍に並ぶ「2

番天井」のかたちになっており、「令和のブラックマンデー2.0」がいつ起きてもおかしくないかたち

になりつつあります。同指標の 1 年振りの急上昇を象徴するのが、時価総額が 10 月 9 日時点で

32 兆円とここ 3 か月で 2 倍に膨張したソフトバンクグループ（SBG）で、トヨタ自動車に次ぐ国内 2

位に躍り出ています。 

 

今週は、経済指標では、国内は、10 月 14 日に 9 月マネーストック、15 日に 9 月訪日外客数、16

日に 8 月機械受注、海外では、13 日に中・9 月貿易収支、14 日に独・10 月 ZEW 景況感指数、15

日に中・9 月生産者物価、9 月消費者物価（24 日に発表が延期？）、欧・8 月ユーロ圏鉱工業生

産、米・9 月消費者物価、10 月 NY 連銀製造業景気指数、ベージュブック（地区連銀経済報告）、

16 日に米・9 月小売売上高、9 月生産者物価、10 月フィラデルフィア連銀製造業景況感指数、10

月 NAHB 住宅市場指数、新規失業保険申請件数、17 日に米・9 月住宅着工件数、9 月住宅着工

許可件数、9 月輸出入物価、9 月鉱工業生産、9 月設備稼働率などが発表予定。このほかのイベ

ント・トピックスとしては、国内は、10 月 13 日に株式市場は祝日のため休場(スポーツの日)、海外

は、13 日に米・債券市場は祝日のため休場(コロンブスデー)、株式市場は通常取引、国際通貨基

金(IMF)・世界銀行年次総会(18 日まで)、ノーベル経済学賞発表、15 日に G20 財務相・中央銀行

総裁会議(16 日まで)、など。」とコメントしました。 
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9 月 22 日週 9 月 29 日週 10 月 6 日週 10 月 13 日週 

¥45,354.99 ¥45,769.50 ¥48,088.80 ¥47,582.15 

0.0% 11.1% -16.7% -46.6% 

 

先週の日経平均は、高値 48317 円（10 月 16 日）・安値 46544 円（10 月 14 日）と推移、4 週連続で

前半安・後半高の強いかたち。先週は、スポーツの日を含む 3 連休明け 14 日に公明党の連立政

権離脱による政局不安が重荷となったほか、中国のレアアース輸出規制強化の動きに端を発した

米中摩擦の再燃が投資家心理を冷やし前営業日比約 1200 円下落で下値目標値を達成しました

が、自由民主党と日本維新の会が連立協議の開始で合意したことを受け、自民党の高市早苗総

裁が次期首相に指名される可能性が高まり、政局不安が後退したとの見方からリスクオンの動きが

広がり 48000 円台を回復、ただ、週末は米地銀の信用リスクの高まりへの警戒感や為替の円高推

移から、週間ベースでは-506 円安と 8 月 18 日週以来、8 週間振りに反落して終了しています（先

週予告していた上値メド 47988 円～48947 円（+2％かい離）//下値メド 46877 円～45939 円（-2％

かい離））。日経平均の『大台替えと時間の物理学的法則』では、短期の大台替えで、逆に 15 日に

8月4日週 8月11日週 8月18日週 8月25日週 9月1日週 9月8日週 9月15日週 9月22日週 9月29日週 10月6日週 10月13日週

日経平均 ¥41,820.48 ¥43,378.31 ¥42,633.29 ¥42,718.47 ¥43,018.75 ¥44,768.12 ¥45,045.81 ¥45,354.99 ¥45,769.50 ¥48,088.80 ¥47,582.15
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47500 円大台替えで仕切り直しが入り、16 日に 48000 円大台替えでカウントダウンの上昇局面入り

に 1 日間、従って、17 日に 48500 円大台替えでカウントダウン継続を狙う時間帯に入りましたが実

現せず時間切れ。48500 円大台替えで仕切り直し、逆に、46500 円大台割れで下落スタートとなり

ます。中期の方向を示す月ベースでは、10 月 6 日に 47000 円大台替えで仕切り直しが入り、同時

に、48000 円大台替えでカウントダウンの上昇局面入りに 0 日間、従って、猶予で 7 日までに 49000

円大台替えでカウントダウン継続を狙う時間帯に入りましたが、実現せずに時間切れ。49000 円大

台替えで仕切り直し、逆に、46000 円大台割れで下落スタートとなります。また長期の方向を示す月

ベースの大台替えの法則では、10 月に 46000 円大台替えで仕切り直しが入り、同時に、47000 円

大台替えでカウントダウンの上昇局面入りに 0 ヶ月、同時に、48000 円大台替えでカウントダウン継

続に 0 ヶ月、従って、10 月までに 49000 円大台替えでカウントダウン継続を狙う時間帯に入りまし

た。逆に、47000 円大台割れで下落スタートとなります。これで短期→、中期→、長期↑となり、中

期が方向感なし、長期が時間的リミットのある強含みは変わりませんが、短期が方向感なしに変化

したことで、目先を含め全体的にも乱高下しやすいかたちに変化しました。この大きな乱高下は投

機筋が早期に 10 月 10 日の「幻の SQ 値」48779 円を狙っているためかと思われます。日経平均の

T-Model 理論『目標値±2％乖離』は、10 月 1 日に「下値目標値-2%乖離」が表れ、『目先は一旦、

「上値目標値+2%乖離」が表れる反発局面に入りそうです。』と指摘し、予告通り、10 月 6 日に「上値

目標値+2%乖離」が表れ、目先は一旦、再び「下値目標値-2%乖離」が表れやすいかたちになりまし

た。一方、ドル円の T-Model 理論『目標値±1％乖離』は、8 月 1 日週に「上値目標値+1％乖離」が

表れたことで、『再び、短期的には一旦は「下値目標値-1％乖離」が表れる円高局面が表れそうで

す。』と指摘しましたが、9 月 22 日週に再び、「上値目標値+1％乖離」が表れ、更に、先週 10 月 6

日週に再び、「上値目標値+1％乖離」が表れ、3 回連続となったことで、「下値目標値-1％乖離」が

表れる円高局面がより表れそうなかたちになっています。 

 

日経平均を左右する NY ダウは、高値 46693 ドル（10 月 15 日）・安値 45452 ドル（10 月 14 日）と推

移、前の週と異なり、前半安・後半高の強いかたち。先週は、週初、前の週末にトランプ米大統領

が中国製品に対する関税の大幅な引き上げを検討すると SNS で投稿し、米中貿易戦争への懸念

が再燃、さらに地銀の不良債権問題の影響で下値目標値を達成しましたが、トランプ大統領が対

中通商交渉に対して前向きな姿勢を示したほか、習近平国家主席との首脳会談も行う方針が伝わ

り、米中貿易戦争への警戒感が後退、週末 17 日に発表された一部米地銀決算が市場予想を上回

ったため、信用不安は後退し、週間ベースで+711 ドル高と、前の週と異なり反発、ここ 4 週間は上

昇と下落を繰り返して、乱高下して終了しています（先週予告していた上値メド 46800 ドル～47736

ドル（+2％かい離）//下値メド 45864 ドル～44946 ドル（-2％かい離））。NY ダウの『大台替えと時間

の物理学的法則』では、短期の大台替えで、逆に13日に46000ドル大台替えで仕切り直しが入り、

14 日に 46500 ドル大台替えでカウントダウンの上昇局面入りに 1 日間、従って、15 日までに 47000

ドル大台替えでカウントダウン継続を狙う時間帯に入りましたが、実現せずに時間切れ。47000 ドル
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大台替えで仕切り直し、逆に、45500 ドル大台割れで下落スタートとなります。中期の方向を示す月

ベースでは、逆に 10 月 10 日に 46000 ドル大台割れで下落スタートとなりました。45000 ドル大台

割れでカウントダウンの下落局面、逆に、47000 ドル大台替えで仕切り直しが入ります。また長期の

方向を示す月ベースでは、逆に 10 月に 46000 ドル大台割れで下落スタートとなりました。45000 ド

ル大台割れでカウントダウンの下落局面、逆に、47000 ドル大台替えで仕切り直しが入ります。これ

で短期→、中期↓、長期↓となり、中期・長期の弱含みは変わりませんが、短期が方向感なしに変

化したこと、目先は乱高下しやすいながらも全体的には下落しやすいかたちに変化しました。また、

NY ダウの T-Model 理論『目標値±2％乖離』は、4 月 18 日週に「上値目標値+2%乖離」が表れ、6

月 27 日週に 2 回連続で「上値目標値+2%乖離」が表れ、さらに、7 月 4 日週も 3 回連続の「上値目

標値+2%乖離」が表れ、目先は一旦、より「下値目標値-2%乖離」が表れやすいかたちになりました

が、3 か月もの長い期間表れないのはそれだけ強烈な「株価操縦」が行われていることを示してい

ます。一方、日本株とより連動性の高い NASDAQ 指数の「大台替えの法則」は、短期の大台替え

で、逆に 8 月 22 日に 21500 ポイント大台替えで仕切り直しが入り、9 月 10 日に 22000 ポイント大

台替えでカウントダウンの上昇局面入りに 19 日間、18 日に 22500 ポイント大台替えでカウントダウ

ン継続に 8 日間、従って、26 日までに 23000 ポイント大台替えでカウントダウン継続を狙う時間帯

に入りましたが、実現せずに時間切れ。23500 ポイント大台替えで仕切り直し、逆に、21500 ポイント

大台割れで下落スタートとなります。中期の方向を示す月ベースでは、時間切れとなっていました

が、10 月 7 日に 23000 ポイント大台替えで仕切り直しが入りました。24000 ポイントの大台替えでカ

ウントダウンの上昇局面、逆に、22000 ポイント大台割れで下落スタートとなります。また長期の方向

を示す月ベースでは、時間切れとなっていましたが、7 月に 21000 ポイント大台替えで仕切り直しが

入り、9 月に 22000 ポイント大台替えでカウントダウンの上昇局面入りに 2 ヶ月、10 月に 23000 ポイ

ント大台替えでカウントダウン継続に 1 ヶ月、従って、11 月までに 24000 ポイント大台替えでカウン

トダウン継続を狙う時間帯に入りました。逆に、22000 ポイント大台割れで下落スタートとなります。こ

れで短期→、中期↑、長期↑となり、中期の方向感なしは変わりませんが、中期が強含み、長期が

時間的リミットのある強含みに変化したことで、目先は乱高下しやすいながらも全体的には上昇し

やすいかたちに変化しました。 

 

一方、為替は、ドル・円が 152.61 円～149.32 円（先週予告していた上値メド 152.20 円～153.72 円

（+1％かい離）//下値メド 149.41 円～147.91 円（-1％かい離））と推移し、上値・下値両目標値を達

成する乱高下の激しい週となりましたが、実質は前の週と異なり、円高・ドル安、ドル円の T-Model

理論『目標値±1％乖離』は、8 月 1 日週に「上値目標値+1％乖離」が表れたことで、『再び、短期

的には一旦は「下値目標値-1％乖離」が表れる円高局面が表れそうです。』と指摘しましたが、9 月

22 日週に再び、「上値目標値+1％乖離」が表れ、更に、先週 10 月 6 日週に再び、「上値目標値

+1％乖離」が表れ、3 回連続となったことで、「下値目標値-1％乖離」が表れる円高局面がより表れ

そうなかたちか、ドル・ユーロは、1.1728～1.1538(先週予告していた上値メド 1.1708～1.1825（+1％
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かい離）//下値メド 1.1572～1.1456（-1％かい離））と推移し、上値・下値両目標値を達成する乱高

下の激しい週となりましたが、実質は 4 週間ぶりにドル安・ユーロ高、ドルユーロの T-Model 理論

『目標値±1％乖離』は、8 月 1 日週に 2 回連続で「下値目標値-1％乖離」が表れたことで、『目先

は一旦、「上値目標値+1％乖離」が表れるユーロ高・ドル安局面がより表れやすいかたちか』と指摘

しましたが、9 月 22 日週に 3 回連続で「下値目標値-1％乖離」が表れたことで、目先は一旦、「上

値目標値+1％乖離」が表れるユーロ高・ドル安局面が更に表れやすいかたちか、また、ユーロ円は、

176.45 円～174.77 円（先週予告していた上値メド 176.05 円～177.81 円（+1％かい離）//下値メド

173.89 円～172.15 円（-1％かい離））と推移し、上値目標値を達成し、2 週連続で円安・ユーロ高、

ユーロ円の T-Model 理論『目標値±1％乖離』は、8 月 1 日週に「下値目標値-1％乖離」が表れた

ことで、『再び、一旦は「上値目標値+1％乖離」が表れるユーロ高・円安局面か』と指摘し、予告通り、

10 月 10 日週に「上値目標値+1％乖離」が表れたことで、目先は一旦、「下値目標値-1％乖離」が

表れるユーロ安・円高局面か。この結果、前の週のドル＞ユーロ＞円からユーロ＞円＞ドルに変化

しています。週初は、米中間の緊張緩和期待や中東情勢の一服を受けドル円は 152 円台半ばま

で反発したものの、トランプ大統領の強硬姿勢示唆や中国の対抗措置による関係悪化懸念、さら

に不正融資問題に端を発する米国の信用不安が重し、特に、パウエル FRB 議長のハト派的な発

言が追加利下げ期待を加速させ、米ドル・円は節目の 150 円を下回り、一時 149 円台前半まで下

落。ただ、週末は日本維新の会と自民党の連立政権樹立への期待が広がったことやトランプ米大

統領の発言を受けて米中通商交渉における合意形成に楽観的な見方が広がったこと、この日発

表された一部米地銀決算が市場予想を上回ったため、信用不安は後退したことで米ドル・円は150

円 60 銭と 150 円台でこの週の取引を終えています。 

 

 

＜裁定買い残・裁定売り残＞ 

前の週と異なり、増加、かつ 8 月 11 日週以来、2 ヶ月振りに 3000 億円超の大幅増加。前の週は逆

に、7 月 28 日週以来、9 週間振りに 3000 億円超の大幅減少で、外国人が相場を乱高下させてい

ます。また裁定買い残は 25 年 3 月 31 日週以来、約 5 ヶ月弱振りに 2 兆円大台にのせて、8 週連

続で「2 兆円」台をキープしています。前回「2 兆円」台に乗せた 3 月は、ご存知の通り、「トランプ関

税ショック」直前で、その後は 4 月に日経平均が 3 万円割れ目前まで急落しています。以前から『忘

れてはいけないことは、24 年 8 月 5 日週-7664 億円、24 年 10 月 21 日週-6063 億円、25 年 1 月

13 日週-5615 億円、の「5000 億円超の大幅減少」がここ約半年間に 3 回も起きていることです。そ

れ以前に「5000 億円超の大幅減少」を記録したのは 21 年 3 月 8 日週と 3 年以上前のことでも分か

るように、「5000 億円超の大幅減少」は極めて希な現象。このような大規模な売り越しが頻繁に表れ

るということは、近い将来、何らかの「危機」が表面化する兆しとして注意が必要ということになりそう

です。』と指摘し、そして、今 4 月にはトランプ関税をきっかけに株価急落局面が起きました。これは
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近未来に起こるであろう危機の始まりなのかもしれません。一方、「裁定売り残」は、前の週比-2058

億円の 22 億円と、4 週間振りに「2000 億円超」の大幅減少。その 4 週前は 21 年 8 月 23 日週以

来、約 4 年振りの「3000 億円超」の大幅減少でしたが、その前の週は逆に、24 年 3 月 4 日週以来、

約 1 年振りの「3000 億円超」の増加で、「裁定売り残」を利用して相場を乱高下させている「相場操

縦」の姿が見え隠れしています。ちなみに、「3000 億円超」の増加となった 24 年 3 月 4 日週は当

時、今回と同様、日経平均が史上最高値をつけたときに表れており、その次の月である 24 年 4 月

に日経平均は 5000 円幅の急落が起きています。また、以前から重要指標として指摘してきた T-

Model 理論「裁定買い残-裁定売り残」は前の週比+5134 億円の 2 兆 5866 億円と前の週と異なり、

大幅増加、かつ 24 年 9 月 9 日週以来、約 1 年振りに「5000 億円超」の増加しています。実は、こ

の珍しい「5000 億円超」の増加は 24 年 5 月 20 日週と 9 月 9 日週に表れ、その間に起きたのが

「令和のブラックマンデー」で、今回もそのような暴落が起きるシグナルかが注目されます。また、同

指標の残高は 5 週連続「2 兆円」超ですが、前回「2 兆円」超だったのは 25 年 3 月 24 日週で 4 月

の「トランプショック」直前に表れており、急落調整のシグナルとして注意が必要かもしれません。 
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9 月 15 日週 9 月 22 日週 9 月 29 日週 10 月 6 日週 

¥45,045.81 ¥45,354.99 ¥45,769.50 ¥48,088.80 

2.39 2.58 2.28 2.58 

0.25 0.19 -0.3 0.30 

単位：兆円 
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週
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週
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週
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週
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週
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日経平均 ¥40,150.¥39,810.¥39,569.¥39,819.¥41,456.¥40,799.¥41,820.¥43,378.¥42,633.¥42,718.¥43,018.¥44,768.¥45,045.¥45,354.¥45,769.¥48,088.
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9 月 15 日週 9 月 22 日週 9 月 29 日週 10 月 6 日週 
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週
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＜今週のマーケットの見通し＞ 

今週は本来ですと急反発の週が予想されます。今週（10/20～10/24）の相場を占う『RU-RD 指標』

の 10 月 10 日週は+25.0％と 3 週間振りにプラス圏に浮上したことで、本来ですと急反発が予想さ

れます。ただ、来週（10/27～10/31）の相場を占う 10 月 17 日週は-20.0％と再びマイナス圏に陥

ったことで、本来ですと急落調整が予想されます。先週、『「上値目標値+2%乖離」＝46651 円を大

きく上回り、週末 10 日のミニ SQ では 10 月 SQ 値 48779 円の史上最高値を付けましたが、取引時

間中の高値（48510 円）は SQ 値に届かず、「幻の SQ」となっています。ただ、現物取引終了後に

発表された公明党と自民党の「連立離脱」による期待された「高市トレード」の巻き戻し、更に、10

日夜にはトランプ大統領が SNS に「11 月 1 日から中国に対し、現在の関税に上乗せして 100％の

関税を課す」と記したことで NY ダウが前日比 878 ドル安とリスクオフの動きとなり、日経平均先物が

SQ 値比 2420 円安の 45200 円まで急落して終了しています。今週は、一つのメドである T-Model

理論『目標値±2％乖離』の「下値目標値-2%乖離」＝45939 円を下回るか、どうかが注目されます

が、仮に、この水準を下回った場合、来週は「上値目標値+2%乖離」を上回る急反発が期待されそう

です。ただ、そうならなかった場合は、来週の急反発の上値は限定的となって、その後、「下値目標

値-2%乖離」を下回るような急落調整に警戒が必要なかたちとなりそうです。』と指摘し、結局、T-

Model 理論『目標値±2％乖離』の「下値目標値-2%乖離」＝45939 円を下回らなかったことで、来

週以降、「下値目標値-2%乖離」を下回る急落調整となるかが注目されます。今週は自由民主党と

日本維新の会が連立合意し、女性初の高市自民党総裁誕生を材料に投機筋が先物を中心に吊り

上げる可能性がありますが、それは「幻の SQ」値となっている 10 月 SQ 値 48779 円の史上最高値

を達成することが目的かと思われます。 

 

先週の相場で注目すべきは、代表的な暗号通貨「ビットコイン（BTC）」が先週 10 月 17 日安値

10.363 万ドル（日足ベース）まで下落し、ドナルド・トランプ米大統領が 10 日夜、ソーシャルメディア

で、中国政府が新たに導入したレアアース輸出規制に対抗するため中国製品への 100%関税追加

を検討していると表明したことを受け、1 日で-15％の暴落で付けた 10 月 10 日安値 10.389 万ドル

（日足ベース）を更に割り込んだことです。莫大なレバレッジで取引する多くのトレーディング会社が

今回の急落で消滅した模様で、暗号資産業界は「レバレッジ浄化」が始まったかたちです。25 年は

7 月 14 日高値 12.310 ドル（日足ベース）、8 月 14 日高値 12.443 万ドル（日足ベース）、10 月 6

日高値 12.618 万ドル（日足ベース）と 3 度の史上最高値を記録する過程で、8 月下旬から 9 月上

旬にかけての安値圏で付けた 9 月 1 日安値 10.727 万ドル（日足ベース）の「ネックライン」を割り込

んでいます。ここからは一旦、抵抗する反発局面が予想されますが、チャート的には「トリプルトッ

プ」が形成されつつあり、直近の 10 月 6 日の史上最高値 12.618 万ドルから約 4 割下落した 7.4

万ドルを予想する見方も出始めています。以前から、「ビットコイン（BTC）」は「デジタルゴールド」と

してインフレに強い資産としても買われるため「ビットコインと NY 金」は連動した動きが見られること
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から、T-Model 理論『ビットコイン/NY 金』は重要指標としてご紹介してきました。同指標は先週末

10 月 13 日週 25.1 倍と、直近ピークとなった 7 月 21 日週 35.2 倍からピークアウトが鮮明化し、同

指標もチャート的には、これまでの過去最高だった 25 年 1 月 17 日週 38.0 倍と「二番天井」を形

成し、さらに 2022 年 11 月と 24 年 9 月、25 年 4 月を結んだ約 3 年間の上昇トレンドラインも割り込

んでいます。4 年前も同指標が 21 年 4 月と 10 月で「二番天井」を形成後、上昇トレンドラインを割

り込んでから「ビットコイン（BTC）」は 21 年 11 月高値 6.48 万ドル→22 年 10 月安値 1.645 万ドル

まで-74％の暴落が起きており、今後、大きな下落に発展する可能性が高まっています。また、T-

Model 理論では『ビットコインとナスダック指数の連動性が高い』ことも指摘したように、「ビットコイン

（BTC）」は米国株式市場の先行指標的色彩も強いことから、今回の「ビットコイン（BTC）」の急落は

米国株式市場の先行きを占う意味でも重要な変化点となりそうです。 

 

一方、日経平均とのほぼ一致指標である『「買い（レーティング 1 と 2）」-「売り（レーティング 3 と

4）」銘柄比率』が 25 年 9 月 5 日週+44.3％→9 月 12 日週+47.1％→9 月 19 日週+52.9％→9 月

26 日週+38.6％→10 月 3 日週-2.9％→10 月 10 日週+11.4％→10 月 17 日週+11.4％と、25 年 4

月 14 日週以来、約半年ぶりに一気に「マイナス圏」に急落した後、一旦、プラス圏に反発したかた

ちです。以前から『「天井圏」を割り込むとリバウンド終了のサインとなる可能性が高い』とお伝えし、

かつ先々週は、『「+40％超の上限ゾーン」、かつ「+50％」を超えて「天井圏」を示した後、24 年 8 月

9 日週の「令和のブラックマンデー」や 25 年 4 月 11 日週安値 30792 円まで-23％急落した「トラン

プ関税ショック」が起きています。「マイナス圏」への下落はそのような「〇〇ショック」がいつ起きても

おかしくないかたちが出来つつあることを示唆しています。』と指摘した途端、先々週 10 月 10 日

週は日経平均先物が SQ 値比 2420 円安の 45200 円まで急落、また NY ダウが前の週比-1279 ド

ル安（-2.7％）の 45479 ドルに急落しています。また、以前から指摘しているように、不自然な「株価

操縦」で本来の天井圏・底値圏を示唆する同指標の「移動平均ベース」が 2020 年 4 月 13 日週の

「コロナショック」以降、「-40％超の下限ゾーン」を割り込む本来の「底値圏」が一度も表れていませ

ん。同指標の「移動平均ベース」は 25 年 9 月 5 日週+46.4％→9 月 12 日週+47.4％→9 月 19 日

週+49.0％→9 月 26 日週+47.6％→10 月 3 日週+38.1％→10 月 10 日週+31.9％→10 月 17 日週

+26.4％と、21 週連続で「プラス圏」ですが、24 年 9 月 30 日週以来、約 11 か月弱振りに 7 週連続

で超えていた「+40％超の上限ゾーン」を 3 週連続で割り込んでいます。以前から、『同指標の「移

動平均ベース」の「天井圏」を割り込むとリバウンド終了のサインがより鮮明化し、急落調整のサイン

が迫っていることを意味するため要注目です。』と指摘してきましたが、先々週の日米の株価はそ

れを示したかたちです。今回は 1 月 20 日に「トランプ政権 2.0」に移行したことで、バイデン政権時

代の「円キャリートレード」による「人工的」円安と米国の緩和策の一つである「逆イールド」による不

正な株価吊り上げの反動から久しぶりに「移動平均ベース」でも「-40％超の下限ゾーン」を割り込

む「底値圏」が表れる可能性があるかもしれません。「株価操縦」の一つに利用されてきた T-Model

『円キャリートレード指数』は 25 年 10 月 10 日週 1.54 倍と、「令和のブラックマンデー」直前に付け
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た直近最高である 24 年 7 月 1 日週 1.54 倍に並ぶ「2 番天井」のかたちになっており、「令和のブ

ラックマンデー2.0」がいつ起きてもおかしくないかたちになりつつあります。同指標の 1 年振りの急

上昇を象徴するのが、時価総額が 10 月 9 日時点で 32 兆円とここ 3 か月で 2 倍に膨張したソフト

バンクグループ（SBG）で、トヨタ自動車に次ぐ国内 2 位に躍り出ています。 

 

今週は、経済指標では、国内は、10 月 21 日に 9 月首都圏マンション発売、22 日に 9 月貿易統

計、24 日に 9 月消費者物価指数、10 月 S&P グローバル製造業 PMI、9 月全国百貨店売上高、海

外では、20 日に中・7-9 月期 GDP、9 月小売売上高、9 月鉱工業生産、9 月都市部固定資産投

資、23 日に米・9 月中古住宅販売件数、新規失業保険申請件数、24 日に欧・10 月ユーロ圏 S&P

グローバル製造業・サービス業 PMI、米・9 月消費者物価、10 月 S&P グローバル製造業・サービス

業 PMI、9 月新築住宅販売件数などが発表予定。このほかのイベント・トピックスとしては、国内は、

10 月 20 日に高田日銀審議委員が中国経済連合会で講演、21 日に臨時国会が召集されて首相

指名選挙、氷見野日銀副総裁がユーラシア・グループ主催「GZERO サミットジャパン 2025」で講

演、海外は、20 日に中・中国共産党第 20 期中央委員会第 4 回総会(4 中総会)開催(23 日まで)、

23 日にトルコ・中央銀行が政策金利発表、24 日に露・ロシア中央銀行が政策金利発表などが予

定されています。 
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10 月 6 日週 10 月 13 日週 10 月 20 日週 10 月 27 日週 

¥48,088.80 ¥47,582.15   

-16.70% -46.60% 25.00% -20.00% 

 

 

 

 

 

8月4日週
8月11日
週

8月18日
週

8月25日
週

9月1日週 9月8日週
9月15日
週

9月22日
週

9月29日
週

10月6日
週

10月13日
週

10月20日
週

10月27日
週

日経平均 ¥41,820.4 ¥43,378.3 ¥42,633.2 ¥42,718.4 ¥43,018.7 ¥44,768.1 ¥45,045.8 ¥45,354.9 ¥45,769.5 ¥48,088.8 ¥47,582.1

RU-RD 43.6% -12.8% 5.4% 5.1% 16.0% 13.8% -21.9% 0.0% 11.1% -16.7% -46.6% 25.0% -20.0%

-100.0%

-80.0%

-60.0%

-40.0%

-20.0%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

¥39,000

¥39,500

¥40,000

¥40,500

¥41,000

¥41,500

¥42,000

¥42,500

¥43,000

¥43,500

¥44,000

¥44,500

¥45,000

¥45,500

¥46,000

¥46,500

¥47,000

¥47,500

¥48,000

¥48,500

RU-RD指標と日経平均（週末終値）



 15 

■■■ 今週の各指標の上値・下値メド ■■■  

 

 

＜日経平均＞  

上値メド 49656 円～50649 円（+2％かい離） 

下値メド 47868 円～46910 円（-2％かい離） 

 

＜NY ダウ＞  

上値メド 46450 ドル～47379 ドル（+2％かい離） 

下値メド 45289 ドル～44383 ドル（-2％かい離）  

 

＜ドル円＞  

上値メド 154.41 円～155.95 円（+1％かい離） 

下値メド 150.71 円～149.20 円（-1％かい離）  

 

＜ドルユーロ＞  

上値メド 1.1663～1.1779（+1％かい離） 

下値メド 1.1514～1.1398（-1％かい離） 

 

＜ユーロ円＞  

上値メド 178.51 円～180.29 円（+1％かい離） 

下値メド 174.47 円～172.72 円（-1％かい離） 
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9月1日週 9月8日週 9月15日週 9月22日週 9月29日週 10月6日週 10月13日週 10月20日週

日経平均 ¥43,018.75 ¥44,768.12 ¥45,045.81 ¥45,354.99 ¥45,769.50 ¥48,088.80 ¥47,582.15

高値 ¥43,220.94 ¥44,888.02 ¥45,852.75 ¥45,824.69 ¥45,778.66 ¥48,597.08 ¥48,317.34

安値 ¥41,835.17 ¥43,343.58 ¥44,495.46 ¥45,193.77 ¥44,357.65 ¥46,592.99 ¥46,544.05

上値上 ¥44,440 ¥43,816 ¥45,602 ¥47,723 ¥47,743 ¥46,651 ¥48,947 ¥50,649

上値下 ¥43,569 ¥42,957 ¥44,708 ¥46,788 ¥46,807 ¥45,737 ¥47,988 ¥49,656

下値上 ¥42,117 ¥41,671 ¥43,435 ¥45,233 ¥45,308 ¥44,739 ¥46,877 ¥47,868

下値下 ¥41,274 ¥40,837 ¥42,566 ¥44,328 ¥44,401 ¥43,844 ¥45,939 ¥46,910

¥41,000

¥41,500

¥42,000

¥42,500

¥43,000

¥43,500

¥44,000

¥44,500

¥45,000

¥45,500

¥46,000

¥46,500

¥47,000

¥47,500

¥48,000

¥48,500

¥49,000

¥49,500

¥50,000

¥50,500

¥51,000

日経平均

9月1日週 9月8日週 9月15日週 9月22日週 9月29日週 10月6日週 10月13日週 10月20日週

NYダウ $45,621.29 $46,108.00 $46,142.42 $45,947.32 $46,519.72 $46,358.42 $45,952.24

上値上 $47,309 $46,376 $46,918 $47,567 $47,751 $48,047 $47,736 $47,379

上値下 $46,382 $45,917 $45,999 $46,635 $46,815 $47,105 $46,800 $46,450

下値上 $45,122 $45,076 $45,337 $45,782 $46,011 $46,266 $45,864 $45,289

下値下 $44,219 $44,625 $44,430 $44,866 $45,090 $45,340 $44,946 $44,383

高値 $45,770.20 $46,137.20 $46,396.47 $46,714.27 $47,049.64 $46,868.49 $46,693.34

安値 $44,948.16 $45,277.73 $45,667.42 $45,785.17 $46,103.39 $45,470.72 $45,452.03

$39,000

$40,000

$41,000

$42,000

$43,000

$44,000

$45,000

$46,000

$47,000

$48,000

$49,000

NYダウ
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9月1日週 9月8日週 9月15日週 9月22日週 9月29日週 10月6日週 10月13日週 10月20日週

上値上 ¥150.17 ¥150.26 ¥150.16 ¥149.23 ¥151.25 ¥151.79 ¥153.72 ¥155.95

上値下 ¥148.69 ¥148.78 ¥148.68 ¥147.76 ¥149.76 ¥150.29 ¥152.20 ¥154.41

下値上 ¥146.38 ¥146.85 ¥146.70 ¥145.43 ¥147.15 ¥147.62 ¥149.41 ¥150.71

下値下 ¥144.91 ¥145.38 ¥145.23 ¥143.97 ¥145.67 ¥146.14 ¥147.91 ¥149.20

ドル円 ¥147.38 ¥147.66 ¥147.94 ¥149.49 ¥147.44 ¥151.15 ¥150.62

高値 ¥149.13 ¥148.57 ¥148.28 ¥149.95 ¥149.51 ¥153.27 ¥152.61

安値 ¥146.76 ¥146.29 ¥145.47 ¥147.44 ¥146.57 ¥149.04 ¥149.36

¥136

¥138

¥140

¥142

¥144

¥146

¥148

¥150

¥152

¥154

¥156

ドル円

9月8日週 9月15日週 9月22日週 9月29日週 10月6日週 10月13日週 10月20日週

上値上 € 1.1873 € 1.1931 € 1.2029 € 1.1976 € 1.1894 € 1.1825 € 1.1779

上値下 € 1.1756 € 1.1813 € 1.1910 € 1.1861 € 1.1777 € 1.1708 € 1.1663

下値上 € 1.1596 € 1.1657 € 1.1771 € 1.1704 € 1.1593 € 1.1572 € 1.1514

下値下 € 1.1480 € 1.1540 € 1.1653 € 1.1586 € 1.1477 € 1.1456 € 1.1398

ドルユーロ € 1.1734 € 1.1789 € 1.1663 € 1.1725 € 1.1566 € 1.1699 

高値 € 1.1783 € 1.1919 € 1.1822 € 1.1781 € 1.1738 € 1.1728 

安値 € 1.1661 € 1.1701 € 1.1645 € 1.1683 € 1.1542 € 1.1543 

€ 1.0500

€ 1.0600

€ 1.0700

€ 1.0800

€ 1.0900

€ 1.1000

€ 1.1100

€ 1.1200

€ 1.1300

€ 1.1400

€ 1.1500

€ 1.1600

€ 1.1700

€ 1.1800

€ 1.1900

€ 1.2000

€ 1.2100

ドルユーロ
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■■■ レーティング変更 ■■■  

 

 

同指標は日経平均に多少先行しますが一致指標。同指標は、25 年 9 月 5 日週+44.3％→9 月 12

日週+47.1％→9 月 19 日週+52.9％→9 月 26 日週+38.6％→10 月 3 日週-2.9％→10 月 10 日週

+11.4％→10 月 17 日週+11.4％と、25 年 4 月 14 日週以来、約半年ぶりに一気に「マイナス圏」に

急落した後、一旦、プラス圏に反発したかたちです。以前から『「天井圏」を割り込むとリバウンド終

了のサインとなる可能性が高い』とお伝えし、かつ先々週は、『「+40％超の上限ゾーン」、かつ

「+50％」を超えて「天井圏」を示した後、24 年 8 月 9 日週の「令和のブラックマンー」や 25 年 4 月

11 日週安値 30792 円まで-23％急落した「トランプ関税ショック」が起きています。「マイナス圏」へ

の下落はそのような「〇〇ショック」がいつ起きてもおかしくないかたちが出来つつあることを示唆し

ています。』と指摘した途端、先々週 10 月 10 日週は日経平均先物が SQ 値比 2420 円安の 45200

円まで急落、また NY ダウが前の週比-1279 ドル安（-2.7％）の 45479 ドルに急落しています。また、

以前から指摘しているように、不自然な「株価操縦」で本来の天井圏・底値圏を示唆する同指標の

「移動平均ベース」が 2020 年 4 月 13 日週の「コロナショック」以降、「-40％超の下限ゾーン」を割り

9月1日週 9月8日週 9月15日週 9月22日週 9月29日週 10月6日週 10月13日週 10月20日週

上値上 174.69 175.31 176.12 176.55 177.26 176.39 177.81 180.29

上値下 172.97 173.58 174.38 174.81 175.51 174.65 176.05 178.51

下値上 170.88 171.77 172.53 172.84 173.83 173.14 173.89 174.47

下値下 169.17 170.05 170.80 171.11 172.09 171.4 172.15 172.72

ユーロ円 ¥172.69 ¥173.25 ¥173.74 ¥174.92 ¥173.12 ¥175.61 ¥175.49

高値 ¥173.83 ¥173.90 ¥174.48 ¥175.05 ¥175.00 ¥177.93 ¥176.90

安値 ¥171.73 ¥172.08 ¥172.86 ¥173.56 ¥172.20 ¥172.73 ¥174.77

¥162

¥164

¥166

¥168

¥170

¥172

¥174

¥176

¥178

¥180

¥182

ユーロ円
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込む本来の「底値圏」が一度も表れていません。同指標の「移動平均ベース」は 25 年 9 月 5 日週

+46.4％→9 月 12 日週+47.4％→9 月 19 日週+49.0％→9 月 26 日週+47.6％→10 月 3 日週+38.1％

→10 月 10 日週+31.9％→10 月 17 日週+26.4％と、21 週連続で「プラス圏」ですが、24 年 9 月 30

日週以来、約 11 か月弱振りに 7 週連続で超えていた「+40％超の上限ゾーン」を 3 週連続で割り

込んでいます。以前から、『同指標の「移動平均ベース」の「天井圏」を割り込むとリバウンド終了の

サインがより鮮明化し、急落調整のサインが迫っていることを意味するため要注目です。』と指摘し

てきましたが、先々週の日米の株価はそれを示したかたちです。今回は 1 月 20 日に「トランプ政権

2.0」に移行したことで、バイデン政権時代の「円キャリートレード」による「人工的」円安と米国の緩

和策の一つである「逆イールド」による不正な株価吊り上げの反動から久しぶりに「移動平均ベース」

でも「-40％超の下限ゾーン」を割り込む「底値圏」が表れる可能性があるかもしれません。「株価操

縦」の一つに利用されてきた T-Model『円キャリートレード指数』は 25 年 10 月 10 日週 1.54 倍と、

「令和のブラックマンデー」直前に付けた直近最高である 24 年 7 月 1 日週 1.54 倍に並ぶ「2 番天

井」のかたちになっており、「令和のブラックマンデー2.0」がいつ起きてもおかしくないかたちになり

つつあります。同指標の 1 年振りの急上昇を象徴するのが、時価総額が 10 月 9 日時点で 32 兆円

とここ 3 か月で 2 倍に膨張したソフトバンクグループ（SBG）で、トヨタ自動車に次ぐ国内 2 位に躍り

出ています。 
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※以下の T2 レーティング比率で目先の天井（40％超）、底（-40％超）を予測 

 

 

7月7日
週

7月14日
週

7月21日
週

7月28日
週

8月4日
週

8月11日
週

8月18日
週

8月25日
週

9月1日
週

9月8日
週

9月15日
週

9月22日
週

9月29日
週

10月6日
週

10月13
日週

銘柄比率 35.7% 27.1% 48.6% 41.4% 42.9% 47.1% 54.3% 48.6% 44.3% 47.1% 52.9% 38.6% -2.9% 11.4% 11.4%

上限 40% 40% 40% 40% 40% 40% 40% 40% 40% 40% 40% 40% 40% 40% 40%

下限 -40% -40% -40% -40% -40% -40% -40% -40% -40% -40% -40% -40% -40% -40% -40%

日経平均 ¥39,569. ¥39,819. ¥41,456. ¥40,799. ¥41,820. ¥43,378. ¥42,633. ¥42,718. ¥43,018. ¥44,768. ¥45,045. ¥45,354. ¥45,769. ¥48,088. ¥47,582.

¥34,400

¥36,400

¥38,400

¥40,400

¥42,400

¥44,400

¥46,400

¥48,400

-100.0%

-80.0%

-60.0%

-40.0%

-20.0%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

日経平均とT2レーティング比率

10
月

7
日

週

10
月

14
日

週

10
月

21
日

週

10
月

28
日

週

11
月

4
日

週

11
月

11
日

週

11
月

18
日

週

11
月

25
日

週

12
月

2
日

週

12
月

9
日

週

12
月

16
日

週

12
月

23
日

週

12
月

30
日

週

1
月

6
日

週

1
月

13
日

週

1
月

20
日

週

1
月

27
日

週

2
月

3
日

週

2
月

10
日

週

2
月

17
日

週

2
月

24
日

週

3
月

3
日

週

3
月

10
日

週

3
月

17
日

週

3
月

24
日

週

3
月

31
日

週

4
月

7
日

週

4
月

14
日

週

4
月

21
日

週

4
月

28
日

週

5
月

5
日

週

5
月

12
日

週

5
月

19
日

週

5
月

26
日

週

6
月

2
日

週

6
月

9
日

週

6
月

16
日

週

6
月

23
日

週

6
月

30
日

週

7
月

7
日

週

7
月

14
日

週

7
月

21
日

週

7
月

28
日

週

8
月

4
日

週

8
月

11
日

週

8
月

18
日

週

8
月

25
日

週

9
月

1
日

週

9
月

8
日

週

9
月

15
日

週

9
月

22
日

週

9
月

29
日

週

10
月

6
日

週

10
月

13
日

週

銘柄比率 444410 7. 24271510243222254538 -4 -2 3015 0. 11 -2 0. -5 1125 -5 -7 -5 2. 7. 5. 11 4. 7. 1412171830352748414247544844475238 -2 1111

上限 404040404040404040404040404040404040404040404040404040404040404040404040404040404040404040404040404040404040

下限 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4

日経平均 ¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥4¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥4¥3¥3¥3¥4¥4¥4¥4¥4¥4¥4¥4¥4¥4¥4¥4¥4

¥34,400

¥36,400

¥38,400

¥40,400

¥42,400

¥44,400

¥46,400

¥48,400

-100.0%

-80.0%

-60.0%

-40.0%
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※以下の T2 レーティングの「移動平均」で中長期的な天井（40％超）、底（-40％超）を予測 
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上限 40% 40% 40% 40% 40% 40% 40% 40% 40% 40% 40% 40% 40% 40% 40%

下限 -40% -40% -40% -40% -40% -40% -40% -40% -40% -40% -40% -40% -40% -40% -40%

銘柄比率 35.7% 27.1% 48.6% 41.4% 42.9% 47.1% 54.3% 48.6% 44.3% 47.1% 52.9% 38.6% -2.9% 11.4% 11.4%

移動平均 21.4% 23.6% 29.5% 33.6% 37.6% 40.5% 43.6% 47.1% 46.4% 47.4% 49.0% 47.6% 38.1% 31.9% 26.4%
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